
別紙１　参考様式

１　対象地区の現状
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２　対象地区の課題

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名(地区内集落名) 作成年月日 直近の更新年月日

 ①地区内の耕地面積 270

 ②農地利用状況調査に回答した農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計 166

 ③地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 60

後継者未定の農業者の耕作面積の合計（再掲） 52

 ④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 27

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　<裏面に続く>　　　

城里町
沢山地区

　阿波山、下阿野沢、
上阿野沢、御前山

令和4年3月31日

（備考）
　④は、地区内の認定農業者、認定新規就農者等の経営改善計画書等に基づき算出しています。

　今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積よりも、70歳以上で後継者未定の農業

者の耕作面積が多いため、新たな担い手の確保が必要である。

　地区内には自家消費を目的とした農業者が多く、小区画の農地が多いので、分散した農

地をできるだけ集約して耕作条件を改善し、担い手に繋げていかなければならない。

　地区内で営農している認定農業者、認定新規就農者等を中心経営体に位置づける。

　実質化に向けた地域アンケートでは、自分が耕作できなくなったときには、地区内の担

い手に貸し付けたいという回答が多かった。より多くの農地が中心経営体にに繋がるよう

に、農業者間の利用調整により、集積・集約化を進め、耕作しやすい圃場を確保する。

注：　「中心経営体」には、認定農業者、認定新規就農者、経営所得安定対策の対象となる法人化

　　や農地の利用集積を行う ことが確実と市町村が判断する集落営農及び市町村の基本構想に示

　　す目標とする所得水準を達成している経営体等が位置付けられます。



（参考）　中心経営体

ha ha

４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載事項）

現状 今後の農地の引受けの意向

経営作目 経営面積 経営作目 経営面積

個人情報を含むため非表示

計 15経営体 32.8 59.9

属性
農業者

（氏名・名称）
農業を営む範囲

注１：「属性」欄には、個人の認定農業者は「認農」、法人の認定農業者は「認農法」、認定新就農者

　　　は「認就」、法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断する集落営農は「集」、

　　　基本構想水準到達者は「到達」と記載します。 

注２：「今後の農地の引受けの意向」欄については、現状からおおむね５年から10年後の意向を記載し

　　　ます。 

注３：「経営面積」欄には、プランの対象地区内における中心経営体の経営面積を記載します。

【農地中間管理機構の活用方針】
　・圃場が分散していると受け手が確保できないため、地域の意向を把握し、農地を
　　まとめて農地中間管理機構に貸し付けられるようにする。
　・制度の周知と出し手・受け手の確保に努める。

【経営安定、販売先の確保】

　・担い手に集積しきれない農地においては、小面積でも高収益が得られる野菜等の

　　栽培を奨励し、兼業農家の所得向上を図る。

　・ＪＡや生産部会等との連携による、多様な販路の確保や、６次産業化を支援する。

【鳥獣被害防止対策】

　　野生鳥獣による農作物等への被害を防止するため、城里町鳥獣被害防止計画に基づ

　き、集落ぐるみで鳥獣被害を防ぐ環境づくり（被害地を中心とした点検、田畑周辺の

　刈払い、耕作放棄地の共同管理等）をする。

【地域の共同活動】

　　多面的機能支払交付金等の制度を活用し、地域の共同活動を継続し、地域資源の適

  切な保全管理を推進する。

【その他】

　・集積が困難な農地については、家庭菜園や体験農園としての活用を検討する。

　・機械の共同利用、作業請負による兼業農家の負担軽減。


